
「 海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた
技術開発事業」 （中間評価）

（２０２０年度～２０２４年度 ５年間）

２０２２年 ９月 ２９日

資料５-１

事業の位置付け・必要性、研究開発
マネジメント （公開）

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
材料・ナノテクノロジー部

第72回研究評価委員会
資料 ４-４
（別添）

1．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

■プラスチックは、日常生活の利便性をもたらす素材として幅広く活用されてきている
一方で、プラスチックごみによる海洋汚染が問題視されるようになってきている。

◆社会的背景

・生態系を含めた海洋環境への影響
・船舶航行への障害
・観光・漁業への影響
・沿岸域居住環境への影響
⇒近年、海洋中のマイクロプラスチック（※）
が生態系に及ぼす影響が懸念されている。
※サイズが５mm以下の微細なプラスチックごみ

海洋プラスチックごみの社会問題化

海洋プラスチックごみ問題に対応する研究開発、海洋
生分解性を有する新素材開発が求められている。

海洋プラスチック問題への取組が国内外で活発化

国内プラスチック生産量（年間1千万トン程度）の内、国内流通の生分解性プラスチックは2,300トン程
度と国内市場に占める割合は小さく、しかも海洋生分解性を有するプラスチックの種類は僅かで、海洋生
分解性に着目した取り組みは不十分な状況。
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◆政策上の位置付け
１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

本事業で取り組む
領域

５年後に実用化(社会実装)の見
通しが立つもの。

※10年掛かる革新技術の開発は
ムーンショット事業で行う。

１．事業の位置付け・必要性

◆技術戦略上の位置付け

2



1．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

◆事業の目的
本プロジェクトでは、海洋生分解性プラスチックの市場導入を促進する為、
①海洋生分解メカニズムに裏付けされた評価手法の開発を行う。
②海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材開発を行う。

これにより物性、機能性を向上した新素材による、さらなる製品適用拡大
により普及拡大を加速させる。
将来的には、世界に先駆け、新たな海洋プラスチックごみ発生ゼロの一助

となる事を目指す。

２．研究開発マネジメント （1）研究開発目標

研究開発項目①海洋生分解性に係る評価手法の確立

海洋生分解性プラスチックの海洋分解メカニズムの解析を通じて、評価基盤
技術を確立し、これに基づく海洋生分解性及び環境影響の評価手法の国際標
準化１件以上を目指す。

海洋生分解性
プラスチック

実海洋分解試験

ラボ分解試験 分解メカニズム解明 国際標準化

評価手法確立

評価手法の開発

現在の海洋生分解試験法の問題点
• 実験室内の試験では、実験条件によるバラつきが大きい、また評価に必要な期間が最長2年と長い
• 実海域試験では、治具や地形の制限がある
• マイクロプラスチック等を含む生態毒性評価が不十分

◆研究開発目標

3



２．研究開発マネジメント （1）研究開発目標

研究開発項目②海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発

海洋生分解性と物性・製造コストを両立した、バイオマス由来の新規な樹脂素材や
複合体を開発する。本研究開発により、１件以上の素材実用化の目処をつける。

新規海洋生分解性
プラスチック/添加剤 等

プラスチック製造技術開発 成形加工技術開発原料（バイオマス） 製品

新素材開発

新技術開発

海洋生分解性新素材
（プラ、添加剤等）開発

◆研究開発目標

現状海洋生分解性プラスチック素材問題点
• 海洋生分解性プラスチックの種類が少ない
• 性能のバリエーションが少ない
• 製造コストが高い

２．研究開発マネジメント （3）研究開発の実施体制

PL:岩田 忠久(東大教授)

技術推進委員会

研究開発項目② （委託、助成）
「海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」

国立研究開発法人産業技術総合研究所
独立行政法人製品評価技術基盤機構

静岡県環境衛生科学研究所
国立大学法人東京大学
国立大学法人愛媛大学

株式会社島津テクノリサーチ

研究開発項目②-1（委託）
(1)海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖

エステル誘導体の研究開発
(2)エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分

解性樹脂素材の開発

研究開発項目②-2（委託、助成）
「イオン結合を有する海洋生分解性プラス

チックの開発」

研究開発項目① （委託）
「海洋生分解性に係る評価手法の確立」

日清紡ホールディングス株式会社
（１）日本電気株式会社

（２）国立研究開発法人理化学研
究所・株式会社日本触媒

2021年度採択2020年度採択
2020年度採択

②-1:新規化学構造を有する樹脂・新規
バイオ製造プロセス開発等による新技術・
新素材の開発

②-2:複合化技術等
による新技術・新素

材の開発

NEDO PM◆研究開発体制
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２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画

◆研究開発計画
FY２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５

研究開発項目①
海洋生分解性に係る評
価手法の確立
（委託）AIST、NITE
東大、静岡県、愛媛大、島津
テクノ

研究開発項目②
海洋生分解性プラスチッ
クに関する新技術・新素
材の開発
②-1：新技術・新材料
（１）日本電気(株)
（２）理研、日本触媒
②-2：新素材・複合化
（委託・助成）日清紡HD

事
後
評
価

実
用
化
・
事
業
化
に
向
け
た
取
組
み

Ｉ
Ｓ
Ｏ
化
の
取
組
み

暫定的な評価手法策定
（委託３年）

評価手法確立
（委託２年）

材料・素材開発
（委託２年）

素材実用化開発
（助成 ２年）

★②-1スタート

★①スタート

★②-2スタート

新材料開発
（委託２年）

新素材開発
（委託）

S
G 

技術
委員会

展示会 展示会

展示会 展示会

中
間
評
価

技術
委員会

技術
委員会

技術
委員会

技術
委員会

技術
委員会

技術
委員会

技術
委員会

技術
委員会

技術
委員会②-1:

新規化学構造を有する樹
脂・新規バイオ製造プロセス
開発等による新技術・新素

材の開発

②-2:複合化技術等によ
る新技術・新素材の開発

SG：ステージゲート（委託から助成事業へ移行）

2．研究開発マネジメント （２）研究開発計画

◆研究開発の全予算（2023、2024年度は計画）

研究開発項目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 合計

年度別予算 260 400 413 349 307 1,729

①評価手法の開
発（委託）
AIST、NITE、東
大、愛媛大、静岡

県、島津テクノリサー
チ

205 215 209 179 184 992

②-1(1)新素材
の開発（委託）

日本電気
― 55 64 62 62 243

②-1(2)新素材
の開発（委託）

理研・日本触媒
― 61 73 61 61 256

②ｰ2 新素材の
開発（委託・助
成） 日清紡HD

55 69 67
（助成）

47
（助成） ― 238

委託契約（助成交付決定）済み

金額単位：百万円
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②-1(1) 海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステル誘導体の研究開発

②-1(2) エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性樹脂素材の開発

②-2 イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの実用化開発

・研究開発項目② 海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発
・研究開発項目① 海洋生分解性に係る評価手法の確立

3．研究開発成果

◆研究開発項目毎の目標と達成状況

研究開発項目 中間目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

①「海洋生分解性に係る
評価手法の確立」

海洋生分解性に関する暫定
的な評価手法を策定

実海域フィールド試験に関
する新規提案*を1件、加
速試験に関する予備提案*
を1件申請

◎
（新規と予備提案
を各1件申請、大
幅達成と評価）

NEDO成果の追加・挿入
審議段階での追加提案

②-1(1) 「海洋生分解性
を有する新規な多糖類長
鎖短鎖エステル誘導体の
研究開発」

目的の曲げ強度とガラス転移
点を有する多糖類エステル誘
導体の合成および釣り具（エ
ギ）の試作品を作製

目標物性を発現できる短鎖
と長鎖のエステル基の種類と
量をほぼ特定し、現在、大
量合成を準備中

△
（2023年2月達

成予定）

目標物性と有する材料の
海洋分解性との両立
釣り具（エギ）の成形加
工性および物性の検討

②-1(2) 「エステルアミド骨
格をベースとする新規海洋
生分解性樹脂素材の開
発」

分子量10万以上のエステルア
ミド骨格を有する新規ポリマー
の開発および酸素ガスバリア
性とインパクト強度の評価

分子量10万以上で目標の
酸素ガスバリア性を有するエ
ステルアミド骨格ポリマーの合
成に成功

〇 スケールアップ
インパクト強度の向上

②-2「イオン結合を有する
海洋生分解性プラスチック
の開発」

イオン結合を有する微粒子・
粉体の開発と海洋生分解性
樹脂への添加剤としての応用

アルギン酸骨格の疎水性粒
子の開発に成功
目標とする海洋生分解度を
有する海洋生分解性シート
の作製に成功

〇
実用化に向けたターゲット
設定とコストを踏まえた製
造工程の検証と確立
複合材の生分解度向上

３．研究開発成果 研究開発目標の達成状況

研究開発項目①：海洋生分解性に係る評価手法の確立
研究開発項目②：海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）／一部達成（事後）、 ☓未達
＊: ISO/TC61「プラスチック」/SC14「環境側面」/WG2「生分解度」への規格提案
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３．研究開発成果

既存手法ISO18830/19679の技術的課題
・試験結果のばらつきが大きい
・予備培養の手法が明確でない
・試験結果に影響する因子が明確でない

本手法の目的
再現性が良く、簡便で、試
験期間が短縮できる手法の
開発

加速試験の予備提案終了、NP投票へ

0 方式 海水+粉末試料、BOD/CO2方式

1 試験温度 15℃～30℃、試験温度高い方が速い

2 試料濃度 15mg～60mg/200mL
試料量少ない方が速い

3 攪拌 必要（50～500rpm）速度の影響小さい。

4 無機
栄養源

N: 0.18～9.3mM
P: 0.016～0.73mM
N量は少ない方がばらつきは小さい

5 活性海水
（菌数&菌叢
強化）

a) ペプトン/酵母抽出物添加
b) セディメント前処理
c) 海水混合
d) ﾌｨﾙﾀｰろ取による濃縮

6 試験期間 一定の生分解率を越えた時点での残存ﾎﾟﾘ
ﾏｰ成分分析

●研究開発項目① 「海洋生分解性に係る評価手法の確立」

赤字：新規な項目新規加速試験法の概要

NP（窒素、リン）添加により生分解
の加速化
ほぼフラットになった期間をカットする

ほぼフラットになった期間

6

既存手法ISO22766の技術的課題
・専用の試験器具を海底に設置
・ダイバーによる作業が必須
・海洋での浮遊状態を再現していない

本手法の目的
低コストで、現実的な手法を用
いて、異なる場所や季節で比較
できる実海域試験法の提案

実海域試験法の予備提案からNP16636としての本格審議へ

●研究開発項目① 「海洋生分解性に係る評価手法の確立」

海水中に浮遊した状態の再現

静岡県初島沖850mに設置 設置4か月後のサンプル

深海での生分解と実験室内及び簡易実海
域生分解による結果の相関を解析

実験室内及び簡易実海域生分解結果か
ら深海での生分解を予測

３．研究開発成果
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●研究開発項目②-1(1) 「海洋生分解性を有する新規な多糖類
長鎖短鎖エステル誘導体の研究開発」

本研究の目的
多糖類長鎖短鎖エステル
誘導体の分子設計技術
を活用し、良好な熱可塑
性や機械物性と共に、海
洋生分解を有する新規誘
導体を創出する

目標物性を発
現できる短鎖と
長鎖のエステル
基の種類と量を
ほぼ特定し、現
在、大量合成を
準備中

３．研究開発成果

●研究開発項目②-1(2) 「エステルアミド骨格をベースとする新規
海洋生分解性樹脂素材の開発」

本研究の目的
多糖類長鎖短鎖エステル誘導体の分子設計技術を活用し、良好な熱可塑性や機
械物性と共に、海洋生分解を有する新規誘導体を創出する

分子量10万以上
で目標の酸素ガス
バリア性を有する
エステルアミド骨格
ポリマーの合成に
成功

３．研究開発成果
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●研究開発項目②-2「イオン結合を有する海洋生分解性プラス
チックの実用化開発」

本研究の目的
海水に接することにより分解のトリガーが入り、生
分解が進む、または他のプラスチックの分解を助
長し、生分解促進効果がある海洋生分解性プ
ラスチック素材を開発する。

アルギン酸骨格
の 疎 水 性 粒 子
の開発に成功
目標とする海洋
生分解度を有す
る 海 洋 生 分 解
性シートの作製
に成功

【研究開発の優位性】
塩交換をトリガーとした新規な分解機構
加水分解や酵素分解に依存しない

疎水化剤： 脂肪酸またはN-アシルアミノ酸
疎水化アルギン酸粒子構造

海水中で塩交換（Na+、Ｋ+）により切断される部分

３．研究開発成果

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度 計

論文 0 11 0 ー ー 11

研究発表・講演 2 48 6 ー ー 56

受賞実績 0 4 0 ー ー 4

新聞・雑誌等への掲載 0 0 5 ー ー 5

展示会への出展 0 1 0 ー ー 1

※2022年7月20日現在

４．成果の普及

研究開発項目①：海洋生分解性に係る評価手法の確立

研究開発項目②：海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度 計

論文 0 0 0 ー ー 0

研究発表・講演 0 1 1 ー ー 2

受賞実績 0 0 0 ー ー 0

新聞・雑誌等への掲載 0 4 0 ー ー 4

展示会への出展 0 2 0 ー ー 2
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※2020年7月20日現在

４．成果の普及 知的財産権等の確保に向けた取組

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度 計

②-1(1) 「海洋生分解性を有する新規な多
糖類長鎖短鎖エステル誘導体の研究開発」 0 1 1

（見込み） ＿ ＿ 2件

②-1(2) 「エステルアミド骨格をベースとする新
規海洋生分解性樹脂素材の開発」 0 0 ３

（見込み） ＿ ＿ 3件

②-2「イオン結合を有する海洋生分解性プラ
スチックの実用化開発」 0 4(4*) 2

（見込み） ＿ ＿ 6件

◆知的財産権の確保に向けた取組
研究開発項目①：海洋生分解性に係る評価手法の確立

研究開発項目②：海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発

ISO試験法の提案が目的のため、特許出願はない

・目標物性レベルの到達可否に関わらず、有用と考える成果については知財取得を積極的に検討
・コア特許のPCT出願実施（グローバルな展開を視野）
・研究開発から実用化、事業化まで事業会社との協力体制強化

*外国出願

特許出願件数

②-1(1) 海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステル誘導体の研究開発

②-1(2) エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性樹脂素材の開発

②-2 イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの実用化開発

・研究開発項目② 海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発
・研究開発項目① 海洋生分解性に係る評価手法の確立

５．成果の実用化・事業化に 向けた取組及び見通し
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研究開発項目 実用化・事業化に向けた戦略 実用化・事業化に向けた具体的
取り組み 実用化・事業化の見通し

①「海洋生分解性に係る評
価手法の確立」

プラスチック製品メーカーが、本ＰＪ
の成果である規格を利活用し、「研
究開発の促進」、「開発目標の指
標」、「認証制度申請の採択確度
向上」に繋がるための活用システム
構築

日本規格協会事業と一体となって、
①簡易実海域フィールド試験（新
規提案⇒国際審議）と②加速
試験（予備提案⇒国際コンセン
サス）に関する評価解析をブラッ
シュアップし、ＩＳＯ化プロセスを
推進。

①については、各国から多数の
賛成コメント（反対ゼロ）を得
ており、最終の国際審議を経て
発行される可能性大（2025
年発行予定）。②についても
国際審議に進めると推定

②-1(1) 「海洋生分解性を
有する新規な多糖類長鎖短
鎖エステル誘導体の研究開
発」

多糖類エステル化反応を担う化学
メーカーとの協業（パラレジンジャパ
ン・コンソーシアム）により、パイロッ
トプラント設置による量産技術の完
成

・2024年１Ｑに多糖類エステル
合成の基本技術確立（2025年
に技術移管予定）。
・2025年からエギ製品に向けたの
型試作・量産試作検討

海洋生分解性を有する漁具
製品として、物性・耐久性との
両立の可能性が見込まれ、製
造プロセス面での優位性もあり、
コストダーゲット次第で、市場
参入機会が見込める

②-1(2) 「エステルアミド骨格
をベースとする新規海洋生分
解性樹脂素材の開発」

・自然環境での使用や分離回収
困難な条件下での使用を想定し、
食品包装資材、農林水産資材、
トイレターリー用品、微粒子材料な
どの多様な創出に向け、既存チャネ
ルや新規開拓によるサンプルワーク。

・エステルアミドポリマーのスケール
アップ製造技術開発。
5kg/B（2025年）、50kg/

Ｂ(2027年）、5t/B(2030年) 
⇒400t/年実生産・販売開始
・製品ラインナップに対する原料調
達および製造コストの試算。

海洋生分解性とエステルアミド
ポリマーの特長（高いガスバリ
ア性と高強度）を活かし、今
後の幅広い製品群への適用検
討により、実用化開発と市場
参入の機会が見込める。

②-2「イオン結合を有する海
洋生分解性プラスチックの開
発」

・疎水化アルギン酸粒子の大量製
造工程の確立
・海洋生分解性付与添加剤（複
合樹脂）としての実用化実証

・目標製造コストのプラスチック代
替素材の実用試算品を1種類以
上提案
・複合化樹脂としても目標になる
生分解性と物性を維持できる、海
洋生分解性付与添加剤の量産
工程開発

実用化への技術開発が着実に
進んでいること以外に、安全性
評価、認証評価、法対応も進
めており、事業終了後は関係
会社と共に一部の素材の事業
化への検討開始が見込める。

５．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し

◆成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し（纏め）

５．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （１）成果の実用化・事業化に向けた戦略

①：海洋生分解性に係る評価手法の確立
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②-1(1) 海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステル誘導体の研究開発

５．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （１）成果の実用化・事業化に向けた戦略

家電、OA関係

日用品・ｲﾝﾃﾘｱ・車載関係 釣具、漁具、
漁業資材

本プロジェクト現在展開中

• セルロース系バイオプラスチックを量産提供し、主に耐久製品向けに適用を推進中
• 本研究開発の終了後、得られた成果を基に、ニューサイクルの新グレードとして展開
• 多糖類のエステル化反応を担う化学メーカーとの協業（パラレジンジャパン・コンソーシアム）

により、パイロットプラントの設置によって本材料の量産技術を完成
• 海洋生分解性と耐熱・強度を活かして釣具・漁具の製品領域（国内樹脂使用量：約2万

t/y）のデファクトスタンダードとなり、さらには不織布としての適用拡大を推進して、2030年に
国内市場10万t/yの普及を目指す。

５．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （３）成果の実用化・事業化の見通し

②-1(1) 海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステル誘導体の研究開発

■製品イメージ 釣具・漁具・漁業資材
• 従来はABS樹脂など使用 海洋生分解性なし

■物性面での優位性
• 本技術は多糖類に導入する長鎖・短鎖エステル基の種類や導入量を調節することで、剛直な

性質から柔軟な性質まで幅広い用途に適した物性を創出可能
• 上記調節で海洋生分解性の制御することにより、釣具製品に求められる耐久性と海洋生分

解性の両立が可能

■製造プロセス面での優位性
• 酢酸セルロースなどの従来のエステル化では、プラスチック

として利用するために大量の可塑剤の添加が必要
• 本提案では、短鎖エステルに加え、植物油脂由来の

長鎖エステルを、これまでにない高効率な手法で導入し、
高性能化、成形加工性の向上、バイオマス度の向上を
実現可能

釣具、漁具、
漁業資材

本研究開発の目標レベルと
他の生分解性プラなどとの物性比較
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５．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （２）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

②-1(2) エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性樹脂素材の開発

５．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （３）成果の実用化・事業化の見通し

②-1(2) エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性樹脂素材の開発

【エステルアミドポリマーの特徴】
・ガスバリア性を幅広いレンジで調整可能である。
・組成を改良することで、高い強度を付与することができる。

【製品イメージ1. 食品包装材料】
・多くの用途で、ガスバリア性に加え、ヒートシール性などが必要となる。

① PES骨格由来の特徴である高ガスバリア性を活用
⇒ 複層フィルム(ガスバリア層)への適応可否を見極め、市場参入の糸口としたい。

②機能性の強化（耐ピンホール性、ヒートシール性など）
⇒ レトルトなど気密性を必要とするフィルム素材への展開を可能にする。

【製品イメージ2. 農業用コーティング材料】
・代表的な用途で、ガス透過性等が必要となってくることを把握した。

③水蒸気、酸素透過性の付与 ⇒ 種子、肥料コーティングへの適用が可能になる。

【量産化とコスト】
・バルク重合で均質なポリマーが再現良く取得できる製造方法を確立する。
・製品ラインナップに対する原料調達および製造コストを試算する
・事業性評価を行い、工業生産に向けた理想的な製造手法へと改良する。

13



《実用化・事業化に向けた課題》
・疎水化アルギン酸粒子の大量製造工程の確立
・海洋生分解性付与添加剤（複合樹脂）としての実用化実証

５．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （１）実用化・事業化に向けた戦略

■ 疎水化アルギン酸粒子の圧縮硬度と安全性評価

疎水化アルギン酸粒子

■海洋生分解性付与添加剤の海洋生分解性試験結果

海洋生分解性付与添加剤

汎用ポリマー粒子と同等の圧縮強度と柔軟性を確認
素材の撥水性と安全性を確認

粒度分布

粒径
6μｍ

皮膚刺激性 目刺激性 AMES試験 パッチテスト
陰性 陰性 陰性 安全区分

撥水性

成形検討
複合化検討

PBSA複合樹脂シート

複数のイオン結合を有する構造体で海水生分解性を確認
複数の汎用生分解性樹脂との複合化樹脂シート作製
複合樹脂シートにおいて海水生分解性促進効果を確認

②-2 イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの実用化開発

５．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （２）実用化・事業化に向けた具体的取り組み

アイテム 市場規模 コスト見通し
プラスチックビーズの代替品
（パーソナルケア用途）

～3,000t/年
200億円

プラスチックビーズの代替品
（塗料含む産業資材用途）

19,800t/年
400億円

海洋生分解性付与添加剤 160万ｔ/年
12,800億円

プラスチックビーズの市場から代替市場を試算 引用：富士キメラ総研 粉体市場の現状と将来展望（2016）

• 2026年以降にREACH規制により一定の生分解性を有さないプラスチックビーズを用い
た製品群の販売が禁止される予定。

• まずはプラスチックビーズの代替品市場を狙い、目標製造コストのプラスチック代替素材の
実用試作品を1種類以上提案する。

• 次に複合化樹脂として目標とする生分解性と物性を維持できる海洋生分解性付与添
加剤の市場に参入する。

• 2030年の生分解性プラスチック（5,420万トン、13.5兆円）の中で、海洋生分解性
付与添加剤として3％を狙う。

《具体的ターゲット市場》
②-2 イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの実用化開発
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概 要     【公開】 
最終更新日 2022 年 8 月 23 日    

プロジェクト名 
海洋生分解性プラスチックの社会

実装に向けた技術開発事業 
プロジェクト番号 P20008 

担当推進部/ 

ＰＭ、担当者 

材料・ナノテクノロジー部 ＰＭ 氏名 宇津木 功二（2021 年 10 月～現在） 

材料・ナノテクノロジー部 ＰＭ 氏名 奥井 学 （2021 年 9 月～2021 年 9 月） 

材料・ナノテクノロジー部 ＰＭ 氏名 吉木 政行（2021 年 7 月～2021 年 8 月） 

材料・ナノテクノロジー部 ＰＭ 氏名 沖 和宏（2020 年 7 月～2021 年 6 月） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 勝田 伸一（2021 年 10 月～現在） 

材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 柳川 裕彦（2020 年 7 月～2021 年 8 月） 

０．事業の概要 

プラスチックは、日常生活の利便性をもたらす素材として幅広く活用されてきている一方

で、プラスチックごみによる海洋汚染が問題視されるようになってきている。日本では、国内

プラスチック生産量（年間 1千万トン程度）の内、国内流通の生分解性プラスチックは 2,300

トン程度と国内市場に占める割合は小さく、しかも海洋生分解性を有するプラスチックの種類

は僅かで、海洋生分解性に着目した取り組みは十分行われているとは言えず、海洋プラスチッ

クごみ問題に対応する研究開発、海洋生分解性を有する新素材開発が求められている。本事業

では、海洋プラスチックごみ問題の解決に向け、海洋生分解性プラスチックの市場導入を促進

し、更なる製品適用拡大により普及拡大を加速させるために、海洋生分解メカニズムに裏付け

された評価手法の開発と海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発を行う。 

１．事業の位置

付け・必要

性について 

【事業の必要性】 

海洋プラスチックごみの問題解決に向け、国内外での海洋生分解性プラスチックの市場拡大

を図る上では海洋生分解の評価手法やその信頼性確保が不可欠である。既にISOにて規定されて

いる評価手法もあるが、信頼性が十分に確保されるとは言えず、課題が残されている。特に実

海洋環境下で適切に生分解されることを評価する手法は国際標準化に向けて未だ途中段階であ

る。また、現在、数種類の海洋生分解性プラスチックが存在すると言われているが、上述した

通り共通の評価手法が確立されていないため信頼性が担保されず、海洋生分解性プラスチック

の普及拡大の足かせの一つとなっている。 

 一方、海洋生分解性を示すプラスチック素材はいくつか提案されているが、汎用プラスチッ

クと比べ、強度・成形加工性等が劣り使用性が悪い等を理由として、十分な実用化に至ってい

ない。これらの特性改善を図るとともに、CO₂削減と新たな市場創出を目指す。また、プラス

チックは複数の樹脂のブレンドや添加剤の付与等により様々な物性を実現している。しかし、

現在海洋生分解性を有する樹脂及び添加剤の種類が少ないため、実現可能な物性が限られてい

る。そこで新たな海洋生分解性を有するプラスチックや添加剤の開発を行う必要がある。同時

に原料のバイオ化やプラスチック素材そのもの等の低コスト化を行い、普及拡大する必要に迫

られている。 

【政策的位置づけ】 

2018年6月に「第４次循環型社会形成推進基本計画」が閣議決定されており、プラスチックの

資源循環を総合的に推進するための戦略（「プラスチック資源循環戦略」）を策定し、これに基

づく施策を進めていく事が示されている。また政府は、2019年1月の世界経済フォーラム年次総

会（ダボス会議）のスピーチ及び第198回通常国会の施政方針演説 において、世界の国と共

に、海洋プラスチック対策に取り組んでいくことを表明しており、G20大阪サミットに向けて、

我が国としての具体的な取り組みが「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」として取

りまとめられた。その中で、代替素材の開発・転換等のイノベーションとして「海洋生分解性

プラスチックの開発・導入普及ロードマップ」に基づき、官民連携により技術開発等に取り組

む事が示されている。 

【技術戦略上の位置づけ】 

 本プロジェクトは、「海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術開発戦略」で必要と

される技術開発の大部分を担う。 

【NEDOが関与する意義】 

現在、国内プラスチック生産量（年間１千万トン程度）のうち、国内で流通している生分解

性プラスチックは2,300トン程度と国内市場に占める割合は小さく、しかも陸域の土壌又はコン

ポストでの分解を前提とした生分解性プラスチックが主流であり、海洋生分解性を有するプラ

スチックはわずかな種類しか存在しない。 

NEDOの研究開発としては1996年度～1999年度、「独創的産業技術研究開発促進事業／生物資源

リグノセルロース及びデンプンからの新規な生分解性材料の創製」等において生分解性プラス

チックについての研究開発が行われていた。また、2002年度～2006年度に「生物機能活用型循

環産業システム創造プログラム／生分解・処理メカニズムの解析と制御技術開発」が行われて

いる。2015年度～2019年度ではJST-ALCAの「ホワイトバイオマステクノロジー／糖質バイオマ
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スからグリコール酸ポリマーを合成する微生物プロセスの開発」において、微生物に人工的な

ポリマー合成システムを構築し生分解性に優れたプラスチック合成技術の研究開発が行われて

いる。 

世界各国では、海洋プラスチックごみ対策への自主的な取組が活発化している。2019年1月に

は、化学メーカーをはじめ約30のグローバル企業を中心にした国際アライアンス「Alliance to 

End Plastics Waste」（AEPW）が設立され、今後５年間で合計15億ドルを投じて海洋プラスチッ

クごみの抑制・管理・使用後のソリューションを推進する事業を展開する予定とされており、

主として海洋プラスチックゴミの抑制管理を主眼としたものである。 

研究開発の取組としては、欧州においてBBi（Bio-Based Industries Joint Undertaking： 

EUとバイオベース産業コンソーシアムの官民パートナーシップ）の「NEWPACK/ Development of 

new Competitive and Sustainable Bio-Based Plastics」等で生分解性プラスチックの研究開

発が行われている。 

このほかにも、国内において生分解性プラスチックへの取り組みは行われているが、海洋生

分解性に着目した取り組みは十分行われているとは言えず、世界的課題となっている海洋プラ

スチックごみ問題に対応する研究開発が求められている。本プロジェクトでは、海洋生分解性

プラスチックの市場導入を促進する為、海洋生分解メカニズムに裏付けされた評価手法の開発

を行い、国際標準化提案を行う。また、海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材開

発を行い、物性、機能性を向上した新素材による、さらなる製品適用拡大により普及拡大を加

速させることを目標としている。海洋生分解メカニズムに基づく評価手法の研究開発や新材料

の設計や合成など基礎的な研究から、普及のトリガーとなるべくバイオ由来の原料を用いた素

材の量産技術の開発が必要であり、これらを民間企業等が単独で実現することは難しく、国主

導で民間企業・大学・国研等が有する優れた技術・知見・ノウハウを集約して産学官が一体と

なって開発を加速させることが必要であり、NEDOが積極的に関与すべきといえる。 

２．研究開発マネジメントについて 

           

事業の目標 

本プロジェクトでは、海洋生分解性プラスチックの市場導入を促進する為、海洋生分解メカ

ニズムに裏付けされた評価手法の開発を行う。 

また、海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材開発を行う。これにより物性、機

能性を向上した新素材による、さらなる製品適用拡大により普及拡大を加速させる。 

将来的には、世界に先駆け、新たな海洋プラスチックごみ発生ゼロの一助となる事を目指

す。 

 

■研究開発項目① 

海洋生分解機能について、各海洋域における既存、及び新規の海洋生分解性プラスチックの

生分解性評価を行い、海洋環境の違いによる生分解性の基礎データを収集し、海洋生分解性プ

ラスチックが、好気的条件下では水と二酸化炭素に、嫌気的条件下では水とメタンと二酸化炭

素に分解されるメカニズムを解明するとともに、海洋生分解性の評価手法を確立する。また、

生分解途中に生成される中間体を含めた安全性を評価する新たな手法を開発する。研究開発期

間、原則５年以内。 

【中間目標（2022 年度）】 

 海洋生分解性に関する暫定的な評価手法を策定する。 

【最終目標（2024 年度）】 

製品化を行うユーザーが共通して活用できる海洋生分解メカニズムに裏付けされた評価手法を

確立し、国際標準化提案 1 件以上に繋げる。 

 

■研究開発項目② 

海洋生分解性プラスチック開発について、新規の化学構造を有する樹脂、新規のバイオ製造

プロセスの開発等を行う。また、既存の樹脂を複合化して物性や機能性等を高める研究開発や

樹脂へ適合する充填剤等の添加剤の開発等を行う。 

研究開発の具体的内容は、以下の通りとする。 

(1)研究開発項目②－1「新規化学構造を有する樹脂・新規バイオ製造プロセス開発等による

海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」 [委託事業] 

新規化学構造を有する樹脂（上市されていない実験室レベルも含む）、新たなバイオ製造プ

ロセス等の研究開発要素が多く時間を要する開発を対象とする。研究開発期間は、原則５年以

内。 

【中間目標（2022 年度）】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術・新素材の開発の目処を付ける。 

【最終目標（2024 年度）】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術・新素材を 1 件以上開発し、実用化の目処を付ける。 

(2)研究開発項目②－2「複合化技術等による海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新
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素材の開発」[委託事業／助成事業] 

既存の樹脂を複合化して物性や機能性等を高める開発や樹脂に適合する充填剤等の添加剤の

開発等の、新たな用途を創出し社会実装を推進する開発を対象とする。委託事業の研究開発期

間は、原則３年以内、助成事業の研究開発期間は、原則２年以内。 

【中間目標（2022 年度）】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術・新素材を１件以上開発し、実用化の目処を付ける。 

【最終目標（2024 年度）】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術、新素材の試作等により、コスト、機能、性能等の面

で、従来の汎用プラスチックと比べて総合的に競争力があることを示す。 

事業の計画内

容 
実施事項 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 2024fy 

研究開発項

目① 

 

  

 

評価手法確立 

 

研究開発項

目②-1 

（1） 

（2） 

    

 

研究開発項

目②-2 

SG:ステージ

ゲート  

   

  

 

開発予算 

（会計・勘定

別に事業費

の実績額を

記載 

（単位：百万

円） 

 

 
契約種類： 
○をつける 
委託（○） 

助成（○） 

負担率（ ） 

会計・勘定 2020fy 2021fy 2022fy 総額 

総予算額 

(一般会計) 
260 400 413 1073 

（委託） 260 400 346 1006 

（助成） 
：助成率 

1/2 (大企業) 
2/3 (中小・

ベンチャー) 

- - 67 67 

開発体制 

経産省担当

原課 
産業技術環境局 資源循環経済課  

プロジェク

トリーダー 
岩田 忠久（東京大学） 

委託先（＊

委託先が管

理法人の場

合は参加企

業数及び参

加企業名も

記載） 

助成先 

研究開発項目① 

・産業技術総合研究所（AIST）、独立行政法人製品評価技術基盤機構

（NITE）、東京大学、愛媛大学、静岡県環境衛生科学研究所、株式会社島津テ

クノリサーチ 

研究開発項目②-1 

・日本電気株式会社、理化学研究所/株式会社日本触媒 

研究開発項目②-2 

・日清紡ホールディングス株式会社 

実用化開発 

（助成 2 年） 

 
 
暫定的な評価手法策定 

（委託） 

 

評価手法の確立 
（委託） 

 

新技術・新素材の開発 
（委託 2 年） 

 

新技術・新素材の開発 

（委託） 
 

新技術・新素材の開発 

（委託） 
 

S
G 
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情勢変化への

対応 

【2021 年度追加公募の実施】 

プロジェクト開始当初（2020 年度）、コロナ禍で状況下、研究開発項目② に対しては、十分

な応募がなかったこと、また想定していた研究開発内容を満たす応募が少なかったことからか

ら、②-2 の 1 件のみの採択にとどまった。2021 年度に本 PJ の拡充のための研究開発項目②に

ついて追加公募を実施し、研究開発項目②-1 について 2 件を採択し、新技術・新素材の研究開

発対象を拡充した。 

 

  
評価に関する

事項 

事前評価 
2019 年度実施 担当部 材料・ナノテクノロジー部 

 

中間評価 2022 年 9 月実施 担当部 材料・ナノテクノロジー部 

事後評価 2025 年度実施予定 

３．研究開発成

果について 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達 

研究開発項目①「海洋生分解性に係る評価手法の確立」（産業技術総合研究所（AIST）、独立行

政法人製品評価技術基盤機構（NITE）、東京大学、愛媛大学、静岡県環境衛生科学研究所、株式

会社島津テクノリサーチ） 

研究項目 中間目標 成果 達成度 課題と解決方針 

全体 海洋生分解性に関

する暫定的な評価

手法を策定する。 

1 件の評価法の ISO 新

規提案可決 

1件の評価法のISO新規

提案可決予定 

◎ 

暫定的な

評価手法

開発のみ

ならず

ISO新規

提案 

特になし 

①「実験室

内における

生分解度加

速試験法の

開発」 

①-1新規評

価法の開発 

 

①ラボ好気的海水

生分解加速試験法

の開発 

②上記手法による

データ蓄積（生合

成系樹脂、化学合

成樹脂、天然物

ベース樹脂を含む

5 種以上の樹脂） 

③データのばらつ

きの評価と N 数の

決定（N=5 以上の

試験による） 

 

④海洋生分解性ラ

ボ試験法をISO予

備提案を検討 

⑤嫌気生分解能の

検証（4 箇所以上

の底泥試料、4 種

類の樹脂） 

 

⑥生分解が認めら

れた系について優

占菌の存在量比を

明らかにし、それ

らの系統分類学上

の特徴付けを行

う。 

①ラボ好気的海水生分

解加速試験法を開発し

た。 

②5 種以上の樹脂に

て、上記手法により

データを蓄積した。 

 

 

 

③N=5 以上の試験によ

るデータのばらつきを

調べ、適切な N 数を決

定する実験を実施中。 

 

④海洋生分解性ラボ試

験法をISO予備提案し

た。 

⑤日本各地 6 箇所の底

泥試料を用い、4 種以

上の樹脂を対象とした

沿岸域海底での嫌気生

分解を実施。 

⑥嫌気生分解に関する

優占菌の存在量比を示

し、それらの系統分類

学上の特徴付けを行っ

た。 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

△ 

年度内達

成見込み 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

①加速効果の数値に

よる評価。 

→データの蓄積 

②試料の結晶化度等

の状態を明確にした

上でのデータの蓄

積。 

→データの蓄積 

 

③試験試料の均一化

において統一すべき

項目の検討。→研究

項目②との連携 

 

④投票結果の対応→

投票結果後の対応と

なる 

⑤分解率向上に向け

た培地組成検討。東

日本海域からの採

泥。 

→データの蓄積 

 

 

⑥嫌気条件におけ

る 生 分 解 菌 の 特

定。 

→データの蓄積 

②「物質評

価としての

3 種類のモデル材

料を対象として、

3 種類のモデル材料を

対象として表面の結晶

△ 

2022 年度

陽電子消滅寿命法等

によるナノ構造解析
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材料構造解

析による生

分解メカニ

ズ ム の 解

明」 ②-1

分子構造相

関解析 

 

 

 

 

 

 

 

質量分析や熱分解

試験、陽電子消滅

法等を用いて、海

洋生分解性プラス

チックサンプルの

分子構造や物性変

化の詳細を解析す

るための化学的分

析手法を確立す

る。 

 

海洋生分解性試験

を行った実用生分

解性プラスチック

材料2種以上につ

いて、開発した分

析技術を適用し、

試験前後の構造変

化をマルチスケー

ルで解明し、海洋

生分解メカニズム

を化学的視点から

解明する。 

分布、共重合体の組成

分布等を解析可能な分

析技術を構築。 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋生分解性試験を

行 っ た PHBH お よ び

PBSA について、各種の

分析手法を適用し、試

験前後の化学構造変化

から分解の化学的なメ

カニズムを推定。 

 

 

末達成見

込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

2022 年度

末 

達成見込

み 

手法を拡充し、複数

の分析手法を組み合

わせたマルチスケー

ル構造解析を適用す

ることにより、化学

的視点から生分解メ

カニズムを解明す

る。 

③ 「 微 生

物、酵素に

よる生分解

メカニズム

の解明」 ③

-1ラボ試験

環境におけ

る 微 生 物

（叢）解析 

 

 

 

 

 

 

 

①菌叢構造の多様

性を数値化し、菌

叢や菌数が海水生

分解性に及ぼす影

響を明確化 

②標準海水に求め

られる微生物因子

の明確化 

③標準海水の調製

法の提案とその汎

用性の確認 

 

④生合成系、化学

合成系樹脂のラボ

試験での経時的菌

叢解析を行い、優

占菌の存在量比と

系統分類学上の特

徴付けを行う。 

⑤強力な生分解菌

１種以上を単離、

同定、生分解挙動

を明確にする。 

⑥実海域試験の樹

脂表面のバイオ

フィルムの菌叢解

析を経時的に行

い、 強力な生分

解菌を単離、同定

する。 

①菌叢構造の多様性を

数値化し、菌叢や菌数

が海水生分解性に及ぼ

す影響を調べた。 

②標準海水に求められ

る微生物因子を明確に

した。 

 

③標準海水の調製法の

提案とその汎用性を確

認した。 

 

④生合成系、化学合成

系樹脂のラボ試験での

経時的菌叢解析を行

い、優占菌の存在量比

と系統分類学上の特徴

付けを行った。  

 

⑤好気加速試験後の菌

叢データから生分解菌

の候補６属を特定し

た。 

 

 

⑥NITEとの連携で実海

域試験の樹脂表面のバ

イオフィルムの菌叢解

析を実施。好気加速試

験の菌叢との共通性を

発見した。 

 

△ 

年度内に

達成見込

み 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

△ 

年度内に

達成見込

み 

△ 

年度内に

達成見込

み 

①生分解にもっと

も対応する多様性

の数値化統計手法

の選択。→データ

の詳細な検討 

②詳細な解析。→

データの蓄積 

 

③対象試料は多様で

あるので今後も評価

を継続。 

→データの蓄積 

④各樹脂の生分解率

と優占菌との関係性

等の評価。→データ

の蓄積 

 

 

 

 

⑤生分解候補菌の純

粋分離培養。→実験

の継続 

 

⑥生分解候補菌の純

粋分離培養。 

→実験の継続 

④「実海域

に お け る

デ ー タ 収

①実海域海水浸漬

簡易試験法の提案 

①実海域海水浸漬簡易

試験法を開発し、提案

○ 

 

①なし 
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集、簡易生

分解（崩壊

度）試験法

の 開 発 」 

④-1簡易試

験法の開発

と 生 分 解

データの収

集 

 

 

 

 

 

 

②上記手法で浅深

度で試験を実施、

問題点の洗い出

し、改良を行う 

 

③試料表面の微生

物データの蓄積 

 

 

 

④3 種以上の樹脂

を用いてラボ試験

法と実環境試験と

の相関性を明確

に。 

 

⑤ ISO 提 案 を 検

討。 

した。 

②上記手法で浅深度で

試験を実施し、問題点

の洗い出し、改良を

行った。 

 

③項目③-1、③-2 と連

携し、標試料表面の微

生物データの蓄積を

行った。 

 

④3 種以上の樹脂を用

いてラボ試験法と実環

境試験との相関性を明

確にした。 

 

 

⑤簡易試験法をISO予備

提案した後、NP原案を

提出、投票によりアク

セプトされ、本格審議

が始まることが決まっ

た。 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

◎ 

 

②データの蓄積 

→実験の継続 

 

 

 

③データの蓄積 

→実験の継続 

 

 

 

④実環境は季節その

他条件で変動するの

で継続的なデータ収

集が必要 

→データの蓄積 

 

⑤ISO WG では様々

な技術的意見が提出

されており、その対

応が必要。 

→丁寧な対応とデー

タの補完。 

 研究開発項目②「海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」（日本電気株

式会社、理化学研究所/株式会社日本触媒、日清紡ホールディングス株式会社） 

 研究開発項目②-1(1)「海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステル誘導体の研究

開発」（日本電気株式会社） 

 

研究項目 中間目標 成果 達成度 課題と解決方針 

①パラミロ

ン/セルロー

ス長鎖短鎖

誘導体の合

成と評価  

１．新規長鎖短鎖

エステル誘導体を

20 種類以上（パラ

ミロンベースを 10

種類以上、セル

ロースベースを 10

種類以上）合成 

 

２ ． 曲 げ 強 度

40MPa、衝撃強度

４kJ/m2、ガラス

転 移 温 度

(Tg)100℃クリア 

 

 

 

 

 

 

３．新樹誘導体の

BOD 分解度（対セ

ルロース比）20％

以上を達成 

 

 

 

 

１．２段階均一法と１

段階不均一法について

検討し、8 種類以上合

成【2021 年度目標達

成】。2022 年度末まで

に 20 種類以上合成完

了予定。 

 

２．曲げ強度とガラス

転移温度の目標値をク

リア【2021 年度目標

達成】。更なる側鎖構

造の調整などで衝撃強

度もクリアする見込

み。 

 

 

 

 

３．一部の誘導体で目

標レベルをクリア。機

械特性との両立につい

ては検討中。 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

2023 年

2 月達成

見込み 

 

 

 

 

 

 

 

一部△ 

2023 年

2 月達成

見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．【今後の課題】 

衝 撃 強 度 の 向 上

【解決方針】 

長鎖／短鎖成分の

炭素数調整、原料

多糖類の分子量(高

分 子 量 化 ） の 調

整、可撓性を付与

する添加剤の検討 

 

 

３．【今後の課題】 

海洋生分解性と物

性の両立 

【解決方針】 

合計 DS の一定レベ

ル以下への調整に

よる分解度向上 
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４．新規誘導体が

魚類の生態に影響

がないことを確認 

４．毒性評価は2022年

度後半に実施。予測分

解物から生態影響は問

題ないと推測。 

△ 

2022年12

月達成見

込み 

４．【解決方針】 

下期実施予定 

②多糖類誘

導体の釣具

製品として

の性能評価 

 

 

・新規合成した長

鎖短鎖エステル

（海洋性分解性良

好）を用いて、釣

具（エギ）として

の試作成形品を作

製 

・先行合成品を用いた

試作成形品の作成と性

能評価は問題なく完了

【2021年度目標達成】。

新規合成品は目標物性

達成に向けた分子設計

中であり、大量合成待

ちの状態。 

△ 

2023 年

2 月 

達成見込

み 

【解決方針】 

新規合成品は大量合

成が完了次第、試作

評価を実施し、年度

末までに完了予定。 

 研究開発項目②-1(2)「エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性樹脂素材の開

発」（理化学研究所/株式会社日本触媒） 

研究項目 中間目標 成果 達成度 課題と解決方針 

研究項目A-1

「エステル

アミドポリ

マ ー の 合

成」 

モノマー転化率

90%以上およびポ

リマー収率80%以

上かつ10g/B以上

のポリマー取得。 

モノマー転化率90%以上

およびポリマー収率80%

以上かつ10g/B以上のポ

リマー取得を達成し

た。 

○ スケールアップに対

応した合成手法に改

良を行う。 

研究項目A-

2-1「室内お

よび実環境

下での生分

解 性 の 検

証」 

汽水および海水を

用いた生分解性検

証実験を実施し、

海洋生分解性があ

ることを実証す

る。 

合成した新規エステル

アミドポリマーについ

て、海水を用いたBOD生

分解性試験を実施し、

複数のポリマーで海洋

生分解性の発現を確認

した。 

○ 化学構造や高次構造

と海洋生分解性発現

の関係性を評価し、

ポリマーの合成に

フィードバックす

る。 

研究項目A-

2-2「魚類へ

の生態毒性

試 験 の 実

施」 

魚類への生態毒性

試験を実施する。 

合成した海洋生分解性

エステルアミドポリ

マーを用いて魚類への

生態毒性試験を実施し

た。 

○ 適宜、実施する。 

研究項目A-3

「物性およ

び機能性の

強化」 

酸素ガスバリア性

500 mL/m2･Day･atm 

(25 µm)以下を達

成し、酸素ガスバ

リア性 100 mL/m2･

Day ･ atm (25 µm)

以下を目指す。ま

た、インパクト強

度 3kJ/m以上を達

成し、10 kJ/m以

上を目指す。 

酸素ガスバリア性500 

mL/m2･Day･atm (25 µm)

以下を達成した(17-256 

mL/m2 ･ Day ･ atm (25 

µm))。また、インパク

ト強度 3kJ/m以上を達

成 し た (2.0-11.0 

kJ/m)。 

○ 化学構造や高次構造

と各種物性値との関

係性について評価を

行い、ポリマー合成

にフィードバックす

る。 

研究項目B-1

「高分子量

化手法の確

立」 

重量平均分子量10

万以上のポリマー

を得る高分子量化

手法を確立する。 

ジャンプアップ手法に

より高分子量化を実施

し、10 g/B以上の条件

で、重量平均分子量10

万以上のポリマーを取

得することに成功した

(重量平均分子量15万〜

100万程度)。 

◯ 海洋生分解性、酸素

ガスバリア性および

インパクト強度の全

てで目標値の達成を

目指す。 

研究項目C-1

「エステル

アミド樹脂

素材の材料

特性調査お

食品包装材料に関

する調査を完了

し、エステルアミ

ド樹脂素材の特徴

を活かした有望用

食品包装材料に関する

調査を継続しており、

2023年3月に目標を達成

できる見込みである。

また、2023年3月にエス

△ 

2023 年

3 月 

達成見込

み 

エステルアミド樹脂

素材の特徴を踏まえ

て、様々な角度から

調査を行う。 
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よび市場調

査」 

途をポリマー3種

類毎に1つ以上提

案する。 

テルアミド樹脂素材の

特徴を活かした有望用

途をポリマー3種類毎に

1つ以上提案できる見込

みである。 

 研究開発項目②-2「イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの（実用化）開発」（日

清紡ホールディングス株式会社） 

研究項目 中間目標 成果 達成度 課題と解決方針 

①海洋生分

解性化合物

の開発（委

託） 

海水生分解度、疎

水化度が目標以上

のイオン結合を有

する微粒子・粉体

を１種以上選定す

る。 

天然および合成高分子

由来の開発素材を複数

選定した。何れもセル

ロースと同等の海水生

分解性を確認した。 

○ 分解メカニズムと安

全性について解明を

継続 

②イオン結

合を有する

海洋生分解

性樹脂素材

の開発（委

託） 

海洋生分解性かつ

疎水性のイオン結

合を有する微粒

子・粉体を添加剤

として含む熱可塑

性の樹脂複合体1

種以上について目

標の海水生分解度

のシートを得る。 

開発素材を添加剤とし

て汎用生分解性樹脂と

の複合体を調製し、海

水生分解性の熱可塑性

シートを開発した。 

○ 実用化開発で実施 

③-1プラス

チックビー

ズ代替素材

の実用化開

発（助成） 

試作設備において

目標となる製造コ

ストのプラスチッ

クビーズ代替素材

の製造工程を設計

する。 

製造工程設計を進めて

おり、設備導入に向け

た評価試験を実施して

いる。 

新規化学物質の分解度

予備試験を開始した。 

○ - 

③-2海洋生

分解性付与

添加剤の実

用 化 開 発

（助成） 

海洋生分解性付与

添加剤1種以上に

目途を立てる。 

既存生分解樹脂と

の複合樹脂として

生分解性、物性目

標を達成する海洋

生分解性付与添加

剤を1種以上開発

する。 

開発素材の製法検討を

行っている。 

メカニズム解明は生分

解の温度依存性を試験

している。ターゲット

化合物を選定し、残存

物評価を実施する予定

である。 

○ - 

投稿論文 11 件 

特 許 5 件(うち PCT 出願 4 件) 

その他の外部発

表（プレス発表

等） 

70 件（学会発表・講演 58 件、新聞・雑誌等への掲載 8 件、受賞 4 件） 

４．実用化・事

業化に向け

た取組及び

見通しにつ

いて 

１．研究開発項目①「海洋生分解性に係る評価手法の確立」 

（産業技術総合研究所、製品評価技術基盤機構、静岡県環境衛生科学研究所、東京大学、愛媛

大学、株式会社島津テクノリサーチ） 

・実用化（標準化）イメージ 

日本規格協会事業と一体となって、①簡易実海域フィールド試験（新規提案⇒国際審議）と

②加速試験（予備提案⇒国際コンセンサス）に関する評価解析をブラッシュアップし、ISO 化

プロセスを推進。①については、これまで各国から多数の賛成コメント（反対ゼロ）を得てお

り、最終の国際審議を経て発行される可能性大（2025 年発行予定）。②についても国際審議に

進めると推定。また、プラスチック製品メーカーが、本研究開発項目①の成果である規格を利

活用し、「研究開発の促進」、「開発目標の指標」、「認証制度申請の採択確度向上」に繋がるため

の活用システムの構築を推進する。 

 

２．研究開発項目②「海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」 

２．１ 研究開発項目②-1(1)「海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステル誘導体の
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研究開発（日本電気株式会社）」 

NEC グループと、多糖類のエステル化反応を担う化学メーカーとの協業（パラレジンジャパ

ン・コンソーシアム）により、2025 年に本材料の量産技術を完成し、パイロットプラントを設

置して、ヤマリアの釣具製品適用を皮切りに釣具・漁具製品に適用を広げ、最終的に漁網など

を含めた漁業資材や不織布としての利用拡大を目指す。 

２．２ 研究開発項目②-1(2)「エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性樹脂素材

の開発」（理化学研究所/株式会社日本触媒） 

本事業終了後、2 年以内を目処にベンチスケール(50 kg/B)での試作とサンプル提供を開始予

定。5 年以内を目処にパイロットスケール(5 t/B)での生産開始を目指して検討し、対象製品に

向けた必要な性能を実証した後、400 t/年の実生産・販売を開始する計画である。 

２．３ 研究開発項目②-2「イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの（実用化）開発」

（日清紡ホールディングス株式会社） 

プラスチックビーズ代替素材の実用化に向け量産化技術を開発し、2022 年度に試作設備の選

定と導入を行い、2023 年度に量産化工程の確立と各種安全性試験を実施する。また、樹脂添加

剤の実用化開発においては、開発材の海洋分解メカニズムを解明し、製品価値を高める一助と

する。量産技術は関係会社と協力して進め、本事業終了後、市場動向と照らし合わせながら事

業移管を行う予定である。 

 

５．基本計画に

関する事項 

 

作成時期 2020 年 5 月 作成 

変更履歴 － 

 


